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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 22 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官 房 長官 、 総 務 大 臣 、 
国土 交通 大 臣 、 規 制 改革 担当 大 臣 
【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し , 安全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 


施策 推進 を 求め る 意見 書 に つい て 




















政府 は , 平成 28 年 7 月 , シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 議 を 設置 し , 同年 11 月 に 中 
間 報 告 書 を まとめ まし た 。 そ し て , 規制 改革 推進 会 議 に お いて も , 一 般 の ドラ イ バ ー が 
利用 客 か ら 運 送 対価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する , いわ ゆる ライ ド シ ェ ア の 本 
格 導入 に 向け た 検討 を 進め て いま す 。 

ライ ド シ ェ ア は , 普通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され る な ど , 道路 運送 
法 で 禁止 され て きた , いわ ゆる 白 タ ク 行 為 を 合法 化す る も の で あり , また , 需給 状況 や 

ドラ イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し , 安定 し た サー ビス の 提供 が 困難 で ある こと や や , 
24 時 間 稼 働 の 保証 が な く , 特に 女性 や 高齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと や , 事業 主体 
は 一 功 運送 に か か わる 責任 は 問わ れず , 紛争 等 は 当事者 間 で の 解決 と な る こと , 他国 で 
は 自動 車 配車 アプ リ を 運営 する 事業 者 と 登録 する ドラ イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 
確認 等 で 集団 訴訟 が 提起 され て いる こと な ど , 多く の 問題 点 が 議 者 か ら も 指摘 され て い 
ます 。 

この よう に 多く の 問題 点 を 有 し て いる に も か か わら ず , ライ ド シ ェ ア が 無秩序 に 地域 
で 展開 され れ ば , 結果 的 に 利用 客 の 安全 安心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る お それ が 
あり , また , 日 本 全国 に 展開 され れ ば , 国内 タク シー 事業 ば か り で な く , 路面 バス や 和 貨 
物 , 鉄道 も 含め た 地域 公共 交通 の 存在 が 危機 に 陥り , ひい て は 地域 経済 に も 深刻 な 影 # 
を 与え か ね ませ ん 。 

特に , 地域 交通 の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 ・ バ ス に 対し , タク シー 産業 は , 高齢 者 
や 障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て , 介護 や 通院 , 買い 物 な ど , 地域 で 日 常 生活 を 送る た 
め に 欠か せな いき め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で す 。 国 民 の 安全 安心 か つ 
快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て , 社会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担っ て 
お り , 少子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 , 地域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は , 今後 ます ます 
高まる こと が 予想 され ます 。 
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よっ て , 国 に お いて は , 地域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 事業 者 が . より 
安全 ・ 安 心 で 快適 か つ 便 利 な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう , ライ 











ド シ ェ ア の 導入 は 行わ ず , タク シー 事業 の 適正 化 ・ 活 性 化 の た め の 施 策 を 推進 する よう 
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中 く 要望 し ます 。 



































以上 , 地方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 10 月 12 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 2 分 の 1 復元 を 求め る 意見 書 


(趣旨 ) 

子ども た ちの 豊か な 学び を 保障 する た め 、 教 職員 の 長 時 間 労 働 是正 の 実現 に つなが る 
計画 的 な 教職 員 定 数 改善 の 推進 と 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 2 分 の 1 に 復 
元 す る こと を 強く 要望 する 。 
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(理由 ) 
学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 困 難 化す る 中 で 、 子 供 た ちの 豊か な 学び を 実現 する 
た め に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 確保 する こと が 不可 欠 で ある 。 そ の た め に は 、 
教職 員 定 数 改善 な どの 施策 の 一 層 の 充実 が 求め られ て いる 。 

公益 財団 法人 連合 総合 生活 開発 研究 所 の 「 教 職員 の 働き 方 ・ 労 働 時 間 の 実態 に 関す る 
報告 書 」 で は 、 教 員 の 7 て 8 割 が 1 月 の 時 間 外 労働 が 過労 死 ラ イン の 8 0 時 間 と な っ て 
お り 、 1 割 が すでに 精神 疾患 に 権 思 し て いる 可能 性 が 極め て 高い 実態 に ある こと を 明 ら 
か に し て いる 。 明日 の 日 本 を 担う 子ども た ち を 育む 学校 現場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら 
し い 働 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 赴 正 と 教職 員 定 数 改善 は 最 重要 課題 と な っ て い 
る 
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E た 、 義 務 教 育 費 国庫 負担 制度 に つい て は 、 小 泉 政 権 下 の 「 三 位 一 体 改 革 」 の 中 で 国 
庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 3 分 の 1 に 引き 下げ られ た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて は 、 厳 
し い 財 政 状況 の 中 、 独 自 財 源 に よる 定数 措置 が 図ら れ て いる も の の 地方 自治 体 の 財政 を 
圧迫 し て いる 。 国 の 施策 と し て 定数 改善 に 向け た 財源 保障 を 行い 、 子 ども た ち が 全 国 ど 
こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 の 教育 を 受け られ る よう に する こと は 憲法 の 要請 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、2018 年 度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 
味 く 要望 する 。 
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記 
1 子ども た ちの 豊か な 学び を 保障 する た め に 、 教 職員 の 長 時 間 労働 是正 の 実現 に つ な 
が る 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 を 推進 する こと 。 
2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 図る た め 、 義 務 教 育 費 国 庫 負担 制度 の 負担 割合 
を 2 分 の 1 に 復元 する こと 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 





を 提出 する 。 
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社会 資本 で あ 
当 市 で は 、 
創 生 を 成 し 遂 
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彰 事 業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 
下 「 財 特 法 」 と いう 。) の 規定 に よる 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 は 平成 2 9 和 
当 加 する こと に な れ ば 、 地 方 創 生 の 実現 は も と より 、 





この よう な 





お り 、 平 成 3 
自治 体 運営 

よっ て 、 国 
も 継続 する と 
拡充 措置 を 講 















































以上 、 地 方 E 











流 人 口 ・ 物 流 を 増大 させ 、 
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E で の 時 限 措置 と な っ て いる 道 W 
関す る 法律 の 規定 に よる 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 の 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 
【 件 名 】 道 路 整 備 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 関す る 法律 の 規定 に よる 
補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 の 継続 を 求め る 意見 書 
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名 整備 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 
継続 及び 地方 久生 を 果たす た め に 必要 
誠 ら れる よう 補助 率 等 の 拡充 措置 を 講じ る よう 強く 要望 する 。 





























地域 の 成長 を も た ら す スト ッ ク 効 果 が 期待 され る 


全力 で 取り 組ん で お り 、 持 続 的 に 地方 











げ て いく た め に 、 産 業 の 発展 、 地 域 間 交 流 連携 の 促進 及び 医療 の 地域 間 格差 





状況 に お いて 、 道 路 整 1 
























































0 年 度 か ら 地方 負担 が 
に も 多大 な 影響 を 与え る こ 











に お いて は 、 財 特 法 の 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 に つい て 、 平 成 3 0 年 度 以 降 





と に な る 。 


と も に 、 地 方 創 生 を 果たす た め に 必要 な 道 





じ る よう 強く 要望 する 。 












































治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 
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こ 関 する 法律 ( 以 
年 度 ま で と され て 






































中路 整備 が 図ら れる よう 補助 率 等 の 
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【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 総 務 大 臣 、 


外務 大 臣 、 
【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 
求め る 意見 書 





























核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 、 本 年 7 月 7 日 、 国 連 加盟 国 の 3 分 の 2 に あたる 
1 2 2 カ国 の 替 成 で 核兵器 禁止 条約 を 採択 し 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 
歴史 的 一 歩 を 踏み 出し た 。 
核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 指摘 し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 
千 際 人 道 法 に 照ら し て その 違法 性 を 明確 に 述べ て いる 。 
さら に 「 核 兵器 の 使用 の 被害 者 (ヒバ クシ ャ ) 及び 核兵器 の 実験 に より 影響 を 受け る 者 に 
も た ら さ れる 容認 し 難い 苦し み と 害 に 留意 し 」 と 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 、 核 兵器 
廃絶 の 必要 性 を 明確 に し た 。 
条文 第 1 条 で は 、 核 兵 問 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 締 約 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 
産 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 使 用 の 威 中 」 な ど 
を 禁止 し た 。 
また 、 第 4 条 で は 、 核 兵器 保有 国 や 核 の 傘 の も と に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 
核兵器 の 完全 廃絶 に 向け た 枠組 み を 明確 に し 、 核 兵器 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく っ 
ee 
し か し な が ら 、 唯 一 の 戦争 被爆 国 で ある 我が国 は 、 核 保有 国 と 歩調 を 合わ せ て 国連 会 議 
に 参加 し な か っ た 。 
よっ て 、 核 兵器 が 再び 使わ れん か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ そ 、 核 兵器 の 
悲惨 さ を 知る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 先 頭 に 立っ て すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 賭 名 し 、 
型 会 で の 批准 を 経て 核兵器 禁止 条約 に 正式 に 参加 する こと を 強く 求め る 。 








































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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北 上 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 21 日 
【 提 出 先 】 内閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 道 路 整 備 に 係る 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 の 継続 を 求め る 意見 書 





道路 は 、 市 民 の 暮らし や 地域 経済 の 活性 化 を 支え を る と と も に 、 災 害 時 に は 市 民 の 命 を 
守る ライ フラ イン と し て 機能 する な ど 、 市 民生 活 に 欠く こと の で き な い 重要 な 社会 資本 
の 一 つ で す 。 
現在 、 国 に お いて は 、「 道 路 整 備 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 関す る 法律 」 ( 以 
下 、 道路 財 特 法 と いう 。) の 規定 に より 、 地 域 高 規格 道路 や 交付 金 事業 の 補助 率 等 が か さ 
上 げ さ れ て いま す が 、 こ の 措置 は 平成 29 年 度 ま で の 時 限 措置 と な っ て いま す 。 
平成 30 年 度 以降 の 道路 財 特 法 に よる か さ 上 ば げ 措置 の 廃止 は 、 道 路 事業 費 の 縮減 や 地方 
財政 負担 の 増加 を も た らし 、 道路 整備 の 遅滞 を 招く こと で 、 地方 創 生 の 実現 は も と より 、 
自治 体 運 営 に も 多大 な 影響 が 生じ る こと に な り ま す 。 
よっ て 、 国 及び 政府 関係 機関 に 対し 、 必 要 な 道路 整備 を 計画 的 か つ 着 実に 推進 する た 
め 、 道 路 財 特 法 に よる 補助 率 等 の か さ 上 げ を 平成 30 年 度 以降 も 継続 する よう 強く 求め ま 
す 。 






































































































































































































































提出 し ます 。 


中 ] 


以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 
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遠野 市 


【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 8 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 道路 整備 に 係る 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 の 継続 を 求め る 意見 書 














路 は 、 産 業 と 交流 の 元気 な まち ら づ くり 、 市 民 の 安全 ・ 安 心 で 豊か な 暮らし を 支え る と 
に 、 災 害 時 に は 「 命 の 道 」 と し て 機能 する な ど 、 市 民生 活 に な く て は な ら な い 重 要 な 





























Ok 


し か し な が ら 、 地 方 の 道路 整備 は いま だ に 十分 と は 言え ず 、 本 市 に お いて も 道路 ネッ ト 
ワー ク の 形成 や 、 通学 路 ・ 生 活 道路 の 安全 対策 の 推進 が 求め られ 、 道路 施設 の 老朽 化 対策 、 
防災 ・ 震 災 対 策 も 大 き な 課 題 と な っ て いま す 。 
また 、 境 野 市 内 で は 、 復 興 道路 、 復 興 支援 道路 に アク セス する 重要 な 路線 が 、 か つて な 
い ス ピー ド で 整備 され て お り 、 全 国 モ デル 道 の 駅 に 選定 され た 『 遠 野 風 の 丘 』 の 防災 ・ 産 
業 振興 ・ 和 観光 情報 発信 等 の 機能 強化 も 重要 と な っ て いま す 。 
この よう な 状況 に お いて 、 時 限 措置 で ある 「 道 路 整 備 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 
に 関す る 法律 」( 以 下 「 財 特 法 」 と いう 。) の 規定 に よる 補助 率 等 の か さ 上 げ が 平成 29 年 度 
まで と され て お り 、 平成 30 年 度 か ら 地 方 負担 が 増加 する こと に な れ ば 、 事業 執行 に 重大 な 
支障 を も た らし 、 地 方 劉生 の 実現 は も と より 、 自 治 体 運営 に も 多大 な 影響 を 与え る こと に 
な り ま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 財 特 法 の 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 に つい て 、 平成 30 年 度 以降 も 
継続 する と と も に 、 地 方 久生 を 果たす た め に 必要 な 道路 整備 の 推進 が 図ら れる よう 、 拡 充 ・ 


見 直し 等 の 措置 を 講じ る な ど 、 必 要 な 道路 関係 予算 を 確保 する よう 強く 要望 し ます 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 8 日 


【 提 
【 件 


出 先 】 衆議院 議長 


ヽ 参議 院 


参 議院 


求め る 意見 書 








2017 年 7 月 7 日 に 


器 の 全廃 と 根絶 を 
年 4 月 コス タリ カ ・ マ レー シア 両 政 
1 2 2 か 国 ・ 地 域 の 賛 


兵 准 禁 止 条約 は 、 核 兵 











ラリ ア 、 韓 国 
不参加 に 転じ た 。 
日 本 は 戦後 、 唯 





























力 機 関 (I AEA) 








の 被爆 国 と し て 
PT) の 下 で 核 軍縮 を 進め 、 多 額 の 経費 を 負担 し 、 
に 厳し い 査 祭 を 受け 入れ て きた 経 4 
に お ける 原子 力 発 電 の メル ト ダ ウン 、 放 射 性 物質 の 拡散 に より 、 甚 大 な 被害 を 被り 、 


の 非常 ! 






































議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 


的 と し て 





総務 大 臣 、 外 務 大 臣 
名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 





起草 され た 国 





hi 






































「 核 な き 






































の 共同 提案 と し て 正 


連 に 提出 され 、 





















































小平 





成 多数 に より 採択 され た が 、 
参加 、 ア メリ カ の 核 の 傘 の 下 に ある カナ ダ や ドイ ツ な ど NATO 加 盟 国 や 


な ども 不参加 と な り 当 初 は 条約 に 賛成 だ っ た 北朝 鮮 も 核兵器 の 開発 に 


全 核 保有 国 は 不 
日 本 、 オ ー ス ト 
成功 後 

















世界 」 を 掲げ 、 国際 社会 で 核 拡散 防止 条約 (N 
原子 力 の ヨ 








FE 和 利 用 に つい て も 国際 原子 
筐 が ある 。 先 の 3. 1 1 災害 





作業 が 実施 され て きた が 、 被 災 か ら 7 年 近く を 経過 する 現在 も 帰 
つて の コミ ュ ニ ティ も 再生 不可 能 な 状況 に ある 

今日 「 核 な き 世 界 」 の 理想 を 掲げ る 一 方 で 、 日 本 の 周囲 で は 、 
る 。 

条約 は 、 核 兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発し 、 そ の 違法 性 を 明確 に 








オバ ー 音 相 が 広島 を 訪問 し た 際 、 
核兵器 の 悲惨 さ を 知 る 唯 
こ 正 式 に 参加 する よう 要望 する 。 


に 話さ れ て お り 、 
の 批准 を 経て 条約 ! 

















以上 、 地 方 E 

















治 法 第 99 条 の 規 























定 に より 意見 書 を 提 





出す る 。 








除 染 








宅 困難 地域 が 存在 し 、 か 


安倍 首相 は 「 核 兵 維 の 無い 世界 を 必ず 実現 
の 国 の 政府 と し て 、 す みや か に 











層 増 し て い 





の 脅威 が 一 


述べ て いま す 。 
する 」 と 明確 
賭 名 、 国 会 
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ー 関 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 


【 件 名 】 道路 整備 に 係る 補助 率 等 の か さ 上 げ 措 置 の 継続 を 求め る 意見 書 














道路 は 、 人 口 減少 が 進行 する 中 で 、 交 流 人 口 の 増大 に よる 地域 の 活性 化 を 図り 、 物 流 の 
効率 化 や 産業 の 振興 に 資す る と と も に 、 災 害 時 に は 「 合 の 道 」 と し て 機能 する な ど 、 市 民 


生活 に は な く て は な ら な い 重 要 な 社会 資本 で あり ます 。 

し か し な が ら 、 地 方 の 道路 整備 は いま だ に 遅れ て お り 、 当 市 に お いて も 道路 ネッ トワ ー 
ク の 形成 や 、 生 活 道 路 の 拡幅 整備 、 通 学 路 等 の 安全 対策 の 推進 が 求め られ て いま す 。 
また 、 道 路 の 維持 管理 を 計画 的 か つ 着 実に 進め る た め に は 、 安 定 し た 予算 確保 が 必要 で 
あり ます 。 
この よう な 状況 に お いて 、 道 路 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 関す る 法律 (以下 「 道 


路 財 特 法 」 と いう 。) の 規定 に よる 補助 率 の か さ 上 げ 措 置 は 、 平 成 29 年 度 ま で と な っ て お 


り 、 平成 30 年 度 か ら 地 方 負担 が 増加 する こと に な れ ば 、 地 方 劉生 の 実現 は も と より 、 自 治 
体 運営 に も 多大 な 影響 を 与え る こと に な り ま す 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 道路 財 特 法 の 補助 率 の か さ 上 げ 措 置 に つい て 、 平成 30 年 度 以降 
も 継続 する と と も ! に 、 地 方 創 生 を 果たす た め | こ 必 要 な 道路 整備 の 推進 が 図ら れる よう 拡 


充 ・ 見 直し 等 の 措置 を 講じ る な ど 、 必 要 な 道路 関係 予算 を 確保 する よう 強く 要望 し ます 。 



























































































































































































































































































































































す 。 
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以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し 3 
































市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 
【 件 名 】 教 職員 定数 改善 と 義務 教育 費 国庫 負担 制度 拡充 を 図る た め の 、2018 年 度 
政府 予算 に 係る 意見 書 


学校 現場 に お ける 課題 が 複雑 化 ・ 



















































































員 定 数 改善 な どの 施策 が 最 重要 
校 現 場 に お いて 、 教 職員 が 人 間 ら し いり 
その た め の 教 職員 定数 改善 も 欠か せ 3 
義務 教育 費 国 庫 負担 制度 に つい て は 、 「 三 位 一 体 改 革 」 の 








困難 化す る 中 で 子供 た ち 
に は 、 教 材 研究 や 授業 準備 の 時 間 を 十分 に 確保 する こと が 不可 欠 で す 。 そ の た め に は 教職 











課題 と な っ て いま す 。 明日 の 
有朋 き 方 が で きる た め の 長 時 間 労 働 是 正 が 必要 で あり 、 
E せ ん 。 



































3 分 の 1 に 引き 下げ られ まし た 。 い くつ か の 自治 体 に お いて 





























策 と し て 定数 改善 に 向け た 財 





自 財 源 に よる 定数 措置 が 行わ れ て い 
































ます が 、 地 方 自治 体 の 財 
保障 を し 、 子供 た ち が 全 国 ど 





























の 豊か な 学び を 実現 する た め 











日 本 を 担う 子供 た ち を 育む お 学 









































で 国庫 負担 率 が 2 分 の 1 か ら 
は 、 厳 し い 財 政 状況 の 中 、 独 
政 を 圧迫 し て いま す 。 国 の 施 
こ に 住ん で いて も 、 一 定 水準 


















































の 教育 を 受け られ る こと が 憲法 上 の 要請 で す 。 











豊か な 子供 の 学び を 保障 する た め の 条 伯 








整備 は 不可 欠 で す 。 こ うし た 観点 か ら 、2018 年 





度 政府 予算 編成 に お いて 、 下 記事 項 が 実現 され る よう 要請 いた し ます 。 














1 計画 的 な 教職 員 定 数 改善 




















を 
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E 進 する こと 。 











2 教育 の 機会 均等 と 水準 の 維持 向上 を 


2 分 の 1 に 復元 する こと 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 
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る た め 、 義 務 教 育 











kd 
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費 国庫 負担 制度 の 負担 割合 を 
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意見 書 の 内 容 
【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 箇 議 院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 

私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 厳 し い 環境 に 置か れん て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 1 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 
いこ と が 、 教 育 諸 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要 望 い た し ます 。 

過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を さら に 充実 する こと 
を 求め ます 。 

以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 の 復活 を 求め る 意見 書 




















農業 者 の 経営 の 安定 と 国民 の 食糧 、 地 域 経済 、 環 境 、 国 土 及 び 農 業 が 担う 多面 的 機能 の 
維持 や 地域 活性 化 を 図る た め 、 農 業者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 させ る 措置 を 講じ る よう 強 
く 求め る 。 
理由 

農業 者 戸別 所 得 補償 制度 の も と で は 、 米 の 交付 金 単価 が 10 アー ル 当 た り 15, 000 円 で あ 
っ た が 、 経 営 所得 安 定 対策 に お ける 米 の 直接 支払 交付 金 は 、 平 成 26 年 度 か ら 平 成 29 年 度 
まで の 時 限 措置 と し て 、 当 該 交 付 金 単価 を 10 アー ル 当 た り 7, 500 円 と し て 措置 され て いる 。 
国 は 、 米 政策 改革 に お いて 、 平成 30 年 度 よ り 、 経営 所 得 安定 対策 に お ける 米 の 直接 支払 
交付 金 は 廃止 する こと と し て いる が 、 当 市 で は 、 約 3 億 円 余 の 減少 と な り 、 農 業 経営 に 大 
き な 影 響 を 生じ 、 将 来 の 経営 に 対す る 不安 や 懸念 を 抱い て いる 。 
特に も 、 こ の 間 、 国 に お いて は 、 農 業 経営 を 農地 中 間 管 理事 業 に より 、 農 地 集積 を 進め 
て き て お り 、 こ の 制度 を 活用 し た 農業 生産 法人 等 は 、 大 幅 な 減収 と な り 、 制 度 の 変遷 が 経 
営 を 圧迫 し て いる 状況 に ある 。 

本 市 の よう な 中 山間 地域 等 の 条件 不利 が 多い 地域 で は 、 担 い 手 の 確保 が 困難 で あり 、 今 
後 、 意 欲 あ る 後継 者 を 確保 し 、 展 望 を 持っ て 営農 を 行う た め に は 、 将 来 に わた っ て 、 農 業 
者 の 経営 の 安定 に 向け た 支援 の 充実 を 図る こと が 重要 で ある 。 

よっ て 、 国 に お いて は 、 農 業 の 経営 安定 と 国民 の 食糧 、 地 域 経済 、 環 境 、 国 土 及 び 農 業 
が 担う 多面 的 機能 の 維持 や 地域 活性 化 を 図る た め 、 農 業者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 させ る 
措置 を 講じ る よう 強く 求め る 。 




































































































































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








ー 関 市 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 29 年 12 月 15 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 
【 件 名 】 情報 通信 基盤 整備 等 へ の 支援 を 求め る 意見 書 


















































情報 格差 を 解消 する た め 、 情 報 通 信 基 盤 の 整備 促進 等 に 向け た 措置 を 講じ る よう 強く 要 


グロ ー バ ル 社 会 の 到来 に より 情報 の 格差 は 地域 の 格差 を 生み 、 住 民 格差 の 温床 に な りつ 








つ あ る 。 














差 を 解消 する こと が 必要 で ある 。 














みにくい 状況 に ある 。 





よっ て 、 国 に お いて は 、 ど こ で も 等 し く 情 報 通信 の 恩 

















記 の 環境 の 整備 を 強く 要望 する 。 





1 通信 事業 者 が 投資 に 消極 的 な 条件 不利 地域 に お いて も 設備 投資 が で きる よう な 補助 文 








援 制 度 を 創設 する こと 。 


2 情報 通信 基盤 を 整備 し た 市 町 村 の 負担 を 軽減 し 、 そ の 安定 的 な 運営 を 図る た め 、 維 持 


























理 費 や 設備 更新 費 等 の 支援 制度 を 





























到 が 進め て いる 地方 創 生 や 、 多 様 な 働き 方 改革 を 推 
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進 す る た め に は 、 こ の 情報 通信 の 格 















































当 市 は 、 条 件 不利 地域 を 多く 抱え 、 採 算 面 か ら 民 間 主 導 に よる 情報 通信 基盤 の 整備 が 進 


























E 四 
距 


を 受け る こと が で きる よう 、 下 








広 充 する こと 。 














3 情報 通信 基盤 が 被災 し た 場合 、 復 [| 
制度 を 創設 する こと 。 











以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に よ 























費 が 市 町 村 の 過 晴 



































朋 











な 負担 と な ならない よう 災害 対応 
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意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

【 件 名 】 森 林 環 境 税 の 早期 創設 に 関す る 意見 書 

















我が国 の 地球 温暖 化 対策 に つい て は 、 2 0 2 0 年 度 及 び 2 0 2 0 年 以降 の 温室 効果 ガ 
ス 削 減 目 標 が 国際 的 に 約束 され て いる が 、 そ の 達成 の た め に は 、 と り わ け 森 林 吸 収 源 対 
策 の 推進 が 不可 欠 と な っ て いる 。 

し か し な が ら 、 森 林 が 多く 所 在 す る 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 や 
林業 従事 者 の 高齢 化 、 後 継 者 不足 に 加え 、 急速 な 人 口 減少 な ど 、 厳 し い 情勢 に ある ほか 、 
市 町 村 が 、 森 林 吸 収 源 対策 及び 担い 手 の 育 成 等 山村 対策 に 主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 
的 か つ 安 定 的 な 財源 が 大 幅 に 不足 し て いる 。 
また 、 本 制度 創設 に 当たっ て は 、 森 林 の 無い 地域 の 住民 に も 負担 を 強い る こと か ら 、 
一 定 の 配慮 が 必要 と 考え る 。 し か し な が ら 、 山 村 地 域 の 市 町 村 に よる 森林 吸収 源 対 策 の 
推進 や 、 安 定 し た 雇用 の 場 の 確保 お どの 取組 み は 、 地 球 温暖 化 防止 の みな ら ず 、 国 土 の 
保全 や 地方 劉生 等 に も つなが る も の で あり 、 そ の た め の 市 町 村 の 財源 の 強化 は 喫緊 の 課 
題 で ある 。 
よっ て 、 下 記 に つい て 実現 を 強く 求め る も の で ある 。 


計 コ 
HU 


平成 2 9 年 度 税制 改正 大 綱 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必 
要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 住民 税 均 等 割 の 枠組 み の 活用 を 含め 都市 ・ 地 方 を 通じ て 国 
民 に 等 し く 負 担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 」 に 関し 、「 平 成 3 
0 年 度 税制 改正 に お いて 結論 を 得る 」 と 明記 され た こと か ら 、 森 林 、 林 業 、 山 村 対策 の 
抜本 的 強化 を は か る た め の 「 森 林 環 境 税 」 の 早期 導入 を 強く 求め る 。 






























































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








二 戸 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 3 月 16 日 

【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 ラ イド シェ ア の 導入 に 反対 し 、 安 全 ・ 安 心 な タク シー 事業 を 守る 
施策 推進 を 求め る 意見 書 





政府 は 、 平 成 28 年 7 月 、 内 閣 官 房 I T 総合 戦略 室 に 、 シ ェアリング エコ ノミ ー 検 討 会 
議 を 設置 し 、 同 年 11 月 に 中 間 報 告 書 を まとめ た 。 そ し て 、 規 制 改革 推進 会 議 に お いて も 、 
需給 の 構造 変化 を 貴 ま えた 移動 ・ 輸 送 サ ービス 活性 化 の た め の 環 境 整 備 に つい て 」 を テ 
ー マ に 、 一 般 の ドラ イ バ ー が 利用 客 か ら 運 送 対 価 を 取っ て 自家 用 車 で 利用 客 を 送迎 する 、 
いわ ゆる 「 ラ イド シェ ア 」 の 本 格 導 入 に 向け た 検討 を 進め て いる 。 

ライ ド シ ェ ア は 、Uber (以下 「 ウ ー バ ー」 と いう 。) な どの 自動 車 配車 アプ リ を 利用 
する も の で ある が 、 道 路 運送 法 で 禁止 され て きた 、 い わ ゆ る 「 白 タク 」 行 為 を 合法 化す る 
も の で あり 、① 普 通 第 二 種 免許 や 運行 管理 者 の 配置 も 不要 と され 、 利 用 客 の 安全 ・ 安 心 が 
細か され る こと 、②⑳ 地 域 に お ける 既存 の 路線 バス ・ タ クシ ー 事 業 な ら び に 貨物 輸送 を 崩壊 
させ る こと 、 ぐ ③ 需 給 状 況 や ドラ イ バ ー に よっ て 運送 対価 が 変動 し 安定 し た サー ビス の 提供 
i ④ 特 に 女性 ・ 高 齢 者 の 夜間 利用 が 不便 に な る こと 、⑤ 事 業 主体 (プラ 
ッ ト フ ォ ー ム ) は 一 切 運送 に 関す る 責任 は 問わ れず 当事者 (ドラ イ バ ー と 利用 客 ) 間 で の 
0 oto NA eile de 
イ バ ー と の 雇用 関係 の 有無 や 地位 確認 な ど で 集団 訴訟 が 提起 され て いる 等 、 多 く の 問 題 点 
が 議 者 か ら も 指摘 され て いる 

上 記 の よう に 多く の 問題 点 を 有 し て いる に も 関わ ら ず 、 わ が 国 で も 一 部 の 都市 に お いて 、 
ライ ド シ ェ ア は 試験 的 に 導入 され て いる が 、 こ れ が 無秩序 に 地域 で 展開 され れ ば 、 結 果 的 
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に 利用 客 の 安全 ・ 安 心 が 担保 され な い 事 態 が 常態 化す る お それ が ある 。 

また 、 ウ ー バ ー は 、 欧 米 や 中 国 な ど を 中 心 に 急 拡大 し て いる が 、 米 国 サ ン フ ラン シス コ 
に お いて は 地域 最大 の タク シー 事業 者 で ある イエ ロー キャ ブ 社 が 倒産 に 追い 込ま れる 事態 
も 発生 し て いる 。 も し 、 ラ イド シェ アガ が 日 本 全国 に 展開 され れ ば 、 国 内 タク シー 事業 の 産 
業 基盤 が 奪わ れる ば か り で な く 、 路 線 バ ス や 貨物 、 鉄 道 を 含め た 地域 公共 交通 の 存立 が 危 
機 に 陥り 、 ひ いて は 地域 経済 に も 深刻 な 影響 を 与え そ か ね な い 。 

特に 、 地 域 交 通 の 大 動脈 と し て 存在 する 鉄道 ・ バ ス に 対し 、 タ クシ ー 産 業 に つい て は 、 
高齢 者 や 障がい 者 等 の 交通 弱者 に と っ て 、 介 護 や 通院 、 買 い 物 な ど 、 地 域 で 日 常 生活 を 送 
る た め に 欠か せな いき め 細 か な ドア ・ ツ ー・ ド ア の 公共 交通 機関 で ある 。 国民 の 安全 ・ 安 
心 か つ 快適 ・ 便 利 な 交通 機関 と し て 、 社 会 生活 や 地域 の 経済 活動 を 支え る 重要 な 役割 を 担 
っ て お り 、 少 子 高齢 化 が 一 層 進 む 中 、 地 域 に お ける タク シー 事業 の 重要 性 は 、 今 後 ま すま 
す 高 まる こと が 予想 され る 。 
「 世 界 一 」 の サー ビス と 安全 ・ 安 心 を 誇る 日 本 の タク シー 事業 の 現状 を 負 み れ ば 、 国 内 
的 に は 、 ラ イド シェ ア を 導入 する の で は な く 、 国 際 的 に も 良質 で 安全 な タク シー を 地域 で 
これ か ら も 守っ て いく こと が 肝要 で ある と 考え る 。 
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意見 書 の 内 容 
二戸 市 よっ て 、 国 に お いて は 、 次 の 措置 を 講ず る よう 強く 要望 する 。 
(続き ) 記 
1 国民 の 安全 ・ 安 心 に 極め て 大 き な 懸 念 の ある ライ ド シ ェ ア を 導入 し な いこ と 
2 地域 の 公共 交通 の 役割 を 担っ て いる タク シー 




















事業 者 が 、 よ り 安 全 ・ 安 心 で 快適 ・ 便 利 
な 交通 機関 と し て 利用 客 に サー ビス を 提供 で きる よう 、 改 正 タ クシ ー 特 措 法 に 
シー 事業 の 適正 化 ・ 活 性 化 を 推進 する た め の 諸 施策 を 講ず る こと 


























よる タク 





以上 の と お り 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
八幡 平 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 12 日 





【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 
【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 








分 の 二 に 当 

















か ら こ そ 、 核 兵 


を 経て 、 条 約 に 





採択 され た 核 兵 











求め る 意見 書 


核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 本 年 7 月 7 日 
た る 122 カ国 の 寿 成 で 採 3 
歩 を 踏み 出し た 。 
器 の 悲惨 さ を 知る 、 
正式 に 参加 する こと を 強く 求め る 。 
gg 上 条約 は 、 そ の 前 











SN 





国際 法 、 国 際 人 











道 ? 


























被害 者 ( 
崎 の 被爆 者 
し か し 、 








条文 第 1 条 で は 、 
産 、 製 造 、 取 得 、 
が 禁止 され て いる 。 ま た 、 
余地 を つく り 、 
る 道 を つく っ た 。 さ ら に 
AN ( 核 兵 准 廃 # 








1 日 本 政府 が 、 





ヒ バク シャ ) 


ーー 


























保有 、 貯 蔵 」 








核兵器 の 完全 廃絶 


\ 本 


ロロ 2 みさ 
玉 兵 器 が 、 


、 核 兵器 禁止 




















され 、 人 類 史 
再び 使わ れ か ね な い 、 
の 政府 と し て 、 署 名 























唯一 の 国 

















法 に 照ら し て 、 そ の 違法 性 を 明確 に 述べ て いる 。 
に も た ら さ れ た 、 
こ 言 及 し 、 核 兵器 廃絶 の 必要 
馬 一 の 戦争 被爆 国 
し な か っ た 。 こ の こと を 、 全 国 の 被爆 者 は 、 恥 ず か し く 、 
核兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 


容認 し が た い 苦 難 と 損 
生 を 明確 に し た 。 
の 日 本 政府 は 



















































































に 述 


な どの 禁止 を 義務 付け 、 さ ら に 「 





第 4 条 で は 、 核 兵器 国 や 核 の 傘 の も と 
され 、 核 保有 国 


に 向け た 枠組 み が 明 確 に 





悲し く 、 
兵器 の 「 開 発 、 


条約 を 、 国 連 加 盟 国 の 


上 初め て 「 核 兵器 の な い 
危う い 状態 が 続い て いる 今 だ 





世界 」 へ の 





・ 調 印 し 、 国 会 で の 批准 





文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発し 、 


「 核 兵器 


さら に 
生還 電 も の 。 











使用 、 使 用 の 
に いる 国 




















が 条 





























条約 採択 に 向け た 国 








E 10 月 6 日 、 














すみ や か に 





2 衆議院 ・ 


以上 、 地 方 自 




















参議 院 の 両院 で 、 





外国 際 キ ャ ン ペ ー ン ) 
の 流れ が 大 きく 前 進 し て きた 。 今 こそ 、 核 兵器 の 悲 
先頭 に 立つ べき で ある 。 

よっ て 、 国 及び 関係 機関 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強 


核兵器 禁止 条 


際 的 運 


動 が 市 


Wh 














に 、 ノ ー ベ ル 平 和 賞 の 授与 
惨 な 体験 を 持 



































H 





約 ( 


@ こと s 
すみ や か に に 表 兵 


条約 を 批准 























治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 





が 発表 され 、 
っ た 日 本 が 、 





く 要 望 す る 。 


々 が 、 


『 価 され 、 


























国連 憲章 、 
兵器 使用 の 
広島 と 














、 核 保有 国 と 歩調 を 合わ せ 、 参 加 
怒り を も っ て 迎え た 。 


実験 、 生 
威 跡 」 な ど 
参加 する 
約 に 参加 す 
IC 
核兵器 廃絶 
条約 締結 の 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








奥 州 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平 成 29 年 12 月 20 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 

【 件 名 】 私学 教育 の 充実 と 発展 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 と 発展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 厳し い 環 境 に お か れ て お り 、 私 立 学校 に 通わ せる 保護 者 の 
学費 負担 は 家計 を 大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公 
立 学校 と 比べ て 低い こと が 、 私 立 学校 の 教育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 と な っ て い 
す 。 

こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 国 及び 県 に お いて は 、 こ の よう な 私 学 教育 を 取り 巻く 実情 を 勘案 し 、 過 疎 地域 
の 私 立 学校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する よう 強く 求め る も 
の で す 





褒 澤 






























































Va 























































































































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








奥 州 市 





ワー ク の 形成 や 交通 渋滞 の 解消 、 通 学 路 ・ 生 活 道 路 の 安全 対策 、 道 路 施設 の 老朽 イ 


【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 20 日 


【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 道 路 整 備 事 業 に 係る 補助 率 等 の 堂上 げ 措 置 の 継続 等 を 求め る 意見 書 














道路 は 、 地 域 経 済 の 活性 化 や 持続 的 な 成長 、 市 民 の 安全 ・ 安 心 で 豊か な 暮らし を 支え る 
と と も に 、 災 害 時 に は 市 民 の 生命 を 守る ライ フラ イン と し て 機能 する な ど 、 市 民生 活 に 欠 
く こ と の で き な い 重要 な 社会 基盤 で す 。 

し か し な が ら 、 地 方 の 道路 整備 は いま だ に 遅滞 し て いる と 言わ ざる を 得 ず 、 道 路 ネ ッ ト 






























































対策 も 大 き な 課 題 と な っ て いま す 。 


2 




























































































また 、 奥 州 市 を 取り 巻く 道路 環境 に 目 を 向け る と 、 高 速 道路 網 に お いて は 、 市 】 
接続 し て いる 多 石 自動 車道 江刺 田瀬 イン ター チェ ンジ や 、 平 成 30 年 3 月 供用 開始 予定 の 東 


















































し 





防災 


東部 に 





北 自動 車道 奥州 スマ セー ト イン ター チェ ンジ 、 広 域 道 路 網 に お いて は 一 般 国道 4 号 水 沢 東 バ 


イ パ ス の 整備 な ど に より 、 市 内 交通 中 
対す る 住民 要望 は 年 々 多様 化し 、 件 数 も 多く な っ て いる 状況 に あり 3 





























対し て 自主 財源 が 限ら れ て いる 本 市 で は 、 平 成 29 年 3 


を 基 に 、 有 効 な 投資 を 実現 する た め 、 奥 州 市 全体 に お け 

































































計 の 多大 な 変化 が 見 込ま れ ま す 。 加 えて 、 道 路 整 備 に 
ます 。 これら の 課題 に 




















月 に 策定 し た 「 奥 州 市 道路 整備 計画 」 
































業 の 推進 な ど 、 計 画 的 か つ 効 果 的 な 道路 整備 を 図っ て いま す 。 

















この よう な 状況 に お いて 、 時 限 措置 で や る 「 道 路 整 備 
に 関す る 法律 (以下 「 財 特 法 」 と いう 。)」 の 規定 に よる 、 交 付 金 事業 な どの 補助 

















上 げ が 平成 29 年 度 で 終了 する こと に な れ ば 、 限 られ た 


















































体 運 営 に も 悪影響 が 生じ 、 地 域 活力 の 低下 を 招 く こ と が 懸念 され ます 。 
よっ て 、 来 年 度 以降 も 迅速 か つ 着実 な 道路 整備 を 推進 する た め 、 国 に お いて は 、 財 特 法 
に お ける 補助 率 等 の 高 上 げに つい て 、 下 記 の 措置 を 講じ る よう 強く 要望 し ます 。 


1 
2 
































記 



































財 特 法 に お ける 補助 率 等 の 高 上 げ 措置 を 平成 30 年 度 以降 も 継続 する こと 。 
地域 の 安全 性 や 生産 性 の 向上 に 資す る 道路 整備 に 対し 、 高 上 げ 措 置 を 拡充 する こと 。 



























































以上 、 地 方 自治 法 第 99 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 し ます 。 





ほ 業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措 
率 等 の 
自主 財源 で 地方 創 生 や 人 日 減少 対 
に 全力 で 取り 組ん で いる 本 市 に と っ て は 正 に 死活 問題 で あり 、 地 域 づ くり の みな ら ず 自 


する 整備 路線 の 優先 度 を 見 極め た 事 





立 音 和 琴 陣 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 
滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 28 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 文 部 科学 大 臣 、 
岩手 県 知事 
【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 





私 立 学校 は 、 


の 
現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 茂 し い 


公 教 育 








大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 


いこ と が 、 教 育 諸 条 件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 











一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 








し て いま す 。 
環境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
生徒 一 人 当たり に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低 




































































こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 


に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 イ 











が 求め られ て いま す 。 


よっ て 。 


り 要 望 い た し 














3 


に 
し (ーー 

















資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 





この よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 





過疎 地域 の 私 立 高 校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 





求め ます 。 











以上 、 地 方 E 






































治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 者 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 28 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 

【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 
求め る 意見 書 


核兵器 禁止 条約 を 変 渉 す る 国連 会 議 は 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加盟 国 の 三 分 の 
こる 1 2 2 ヵ国 の 牙 成 で 採択 され 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 歴 

的 一 歩 を 踏み 出 し た 。 核兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状況 が 続い て いる 今 だ か ら こ そ 、 

述 兵 器 の 悲惨 さ を 知 る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 署 名 が 開示 され る 9 月 20 和 日 以降 いち 早く 

周 印 し 、 国 会 で の 批准 を 経て 条約 に 正式 に 参加 する こと を 強く 求め る 。 

【 理 由 】 

7 月 7 日 採択 され た 核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発 

、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 に て らし て 、 そ の 違法 性 を 明確 に 述べ て いる 。 さらに 

「 核 兵器 使用 の 被害 者 (HIBAKUSHA) 及び 核 実験 の 被害 者 に も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 

と 損害 に 留意 し 」 と 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に し た 。 

し か し 、 こ の 会 議 に 、 唯 一 の 戦争 被爆 国 の 日 本 政府 は 核保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し な 
か っ た 。 こ の こと を 全国 の 広島 ・ 長 崎 の 被爆 者 は 、 恥 ず か し く 、 悲 し く 、 色 り を も っ て 迎 
< 

条文 第 1 条 で は 、 核 兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 
産 、 製 造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 使 用 の 威 跡 」 な ど 
が 禁止 され て いる 
た 第 4 条 で は 、 核兵器 国 や 核 の 傘 の も と に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 j 
の 完全 廃絶 に 向け た 枠組 み が 明 確 に され 、 核 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく っ た 。 

いま こそ 、 核 兵器 の 悲惨 な 体験 を 持っ た 日 本 が 条約 締結 の 先頭 に 立つ べき だ 。 

よっ て 国 及び 関係 機関 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 
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答 















































1 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 著名 
2 衆議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核兵器 禁止 条約 を 批准 する こと 。 


















































上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








滝 沢 市 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 岩 手 県 知事 
【 件 名 】 岩手 県 の 医療 費 助成 制度 の 更 な る 拡充 を 求め る 意見 書 























岩手 県 は 2016 年 8 月 より 医療 制度 の 給付 方 式 を 改善 し 、 就 学 前 の 児童 及び 妊産婦 に 
つい て 現物 給付 を 導入 し まし た が 、 その 他 の 助成 制度 対象 者 は 償 還 払い の まま で す 。 さら 
に は 、3 歳 以上 の 子ども は 一 部 自己 負担 が あり 、 病気 に な っ た 時 に 安心 し て 医療 機関 に 受 
診 で きる と は 言え ませ ん 。 全て の 子ども た ちの 健康 を 守る た め に も 、 全て の 子ども の 医療 
費 を 現物 給付 方 式 と する と と も に 、 一 部 自己 負担 を 廃止 する こと が 喫緊 の 課題 と 考え ま 
す 。 

本 来 、 こ の 施策 は 国 が 行う 性 格 で ある と 考え ます が 、 県 に お か れ ま し て は 、 県 民 の 健康 
増進 及び 傷病 の 早期 発見 ・ 早 期 治療 に よる 重症 化 防止 の た め 、 次 の 項目 に つい て 早期 に 実 
現さ れる こと を 求め ます 。 




























































































































































































記 
1 県 は 医療 費 助 成 制 度 の 給付 方 法 に つい て 全て 現物 給付 に する こと 。 
2 中 学校 卒業 まで 子ども の 医療 費 の 自己 負担 を 無償 と する こと 。 
























































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 











【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交通 大 臣 
【 件 名 】 道 路 ・ 橋 梁 等 の 整備 ・ 維 持 管理 に か か る 財政 支援 等 の 充実 を 求め る 
意見 書 

市 民生 活 の 安全 ・ 安 心 の 確保 に は 、 社 会 イン フラ で ある 道路 ・ 橋 梁 等 の 整備 及び 適正 な 
維持 管理 が 重要 で ある が 、 既 存 施設 の 老朽 化 の 進行 に 伴い 、 道 路 ・ 橋 梁 等 の 点検 、 維 持 補 
修 、 施 設 更新 等 に 係る 維持 管理 費用 の 増大 が 見 込ま れ て いる 。 ま た 、 市 民 の 高齢 化 が 進展 
する 中 、 子供 か ら 高 齢 者 まで が 安全 で 快適 に 暮らせ る まち づく り を 進め る た め に は 、 今 後 
RR 

この た め 地 方 自治 体 に お いて は 、 厳し い 財 政 状 況 の ei < 付 金 、 防災 ・ 
安全 交付 金 等 を 活用 し 、 計 画 的 な 施設 更新 や 長寿 命 化 対策 等 を 進め る と と も に 、 市 民生 活 
に 密着 し た 道路 整備 や 通学 路 の 交通 安全 対策 等 i 

し か し な が ら 、 近 年 は 予算 要望 額 に 対す る 国費 配分 額 の 割合 が 低下 し て いる 状況 に あり 、 
画 的 な 事業 の 推進 に 支障 が 生じ て いる こと か ら 安 定 し た 予算 確保 が 課題 と な っ て いる 。 
よっ て 、 国 に お いて は 、 地 方 自治 体 が 道路 を は じ め と し た 社会 資本 の 整備 ・ 維 持 管理 を 
画 的 に 実施 する た め の 財 源 を 安定 的 か つ 継続 的 に 確保 し 予算 化す る と と も に 、「 道 路 整 備 
事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 関す る 法律 」 の 規定 に よる 補助 率 等 の 高 上 げ 措 置 に つ 


いて 、 平 成 3 0 年度 以降 も 継続 する よう 要望 する 。 




































































































































































































































































































































































































































































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








石 町 


本 
玉 





[i 
【 提 
【 件 


昭和 4 0 年 


議決 年 月 日 】 平成 29 年 6 月 12 日 
出 先 】 岩手 県 知事 
名 】 県 道 宇 石 東 八幡 平 線 の 道路 整備 を 求め る 意見 書 














こ 建 設 に 





手 し た 県 道 





























路 ) は 
に お いて 乱 # 
時 の 知事 に よ 
その 後 、 


平成 























ュー 























る 提言 で ! 
が 登山 客 ば か 
この 間 、 
進 協議 会 が 続 
守っ て まい り 
そこ へ 6 年 


に 








光 客 の 入り 込み は 低迷 し て お り ま 
然 と し て 低迷 し て いる 状況 を 打開 する た め 
岳 観 光 道路 を ぜひ と も 完成 させ 、 老 若 
車道 に よる 全面 開通 を 


与 す る この 山 


幡 平 の 景観 を 楽 
先 人 の 道路 開通 に よる 地域 の 飛躍 的 な 発 
開 し 、 開 通さ せる こと を 強く 要望 し ます 。 











事 を 再 











以上 、 地 方 自治 


この 未開 発 道路 を 活 / 
まで の 登山 道 」 
用 する こと に より 道 は つなが っ た こと 
まし た 。 この 道路 の ネ 


今後 の 


替 石 町 と 松 





7 年 まで 工事 が 続 














り 表明 され 現在 に 至 






































に 、 完 成 し て いる 車 





> おら 


実態 








] 用 


は 、 登 

















り で あれ ば 、 











けら れ 、 
求 情 た 。 


現在 は 名 称 を 

















前 の 東日本 大 震 災 が 起 


























し め る よう に 、 
























































法 第 9 9 条 の 規定 に 























性 村 (合併 後 は 人 


宝石 
けら れ て 来 ま し た 。 
E な 調査 方 法 に より 樹木 を 倒 
っ て お り ま 
] す る 方 策 が 検討 され 、 


道 か ら 歩道 を 新設 し て 接続 させ 




















(旧称 : 





玉 ド 奥 地産 業 開発 首 











東 八 幡 平 親 











し か し な 
す な ど の 行為 が あり 、 
すず 。 











既存 の 「 滝 ノ 


宣 石 東 八幡 














が ら 、 ト ン ネ キル 工事 の 調査 時 
道路 建設 工事 再開 断念 が 当 















































上 温泉 か ら 松 川 温泉 
まし た 。 登山 道路 を 利 



































に な り 、 国 内 で も まれ な 歩道 で 繋が れ た 県 道 と な り 


山 客 の 利用 が 主 で 、 既 に 吾 
果 は 、 期 待 で きる ほど の 成果 に な い 状 況 で あり ます 。 こ の 道 
ト 画 で 登山 道 を 入 線 まで 新設 する な ど と 























込め な いも の 














整備 され た 道路 部 分 の 活用 効 
路 の 活用 計画 検討 委員 会 に 
詩 わ れ て お り ま す が 、 利 用 
と 推 宗 さ れ ま す 。 

































































市 ) と で 、 雪 

















き 、 


二 石 東 八幡 





際 











よ も と より 内 
a 
こも 、 岩 手 県 そし 

















F 線 道路 促進 

















東 八 幡 平 奥地 産業 開発 道路 促 
協議 会 に 変え 、 そ の 行方 を 見 

















陸 も 含め た 被災 地 東北 へ の 観 
持ち 直し が 見 られ ます が 、 依 
て 岩手 山 周辺 の 観光 振興 に 寄 





























男女 、 府 
指す 
思い を 何と し 












































展 の 】 











より 意見 書 を 提 





E で も が 素晴らし い 岩 手 山 、 八 


べき で あり ます 。 
て で も 実現 すべ く 





、 道 路 の 工 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 





二 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 19 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 総 務 大 臣 、 財 務 大 臣 、 
文部 科学 大 臣 、 岩 手 県 知事 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 

















私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 、 a ・ 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

















現在 、 私 立 学 校 の 経営 基盤 は 厳し い 環 境 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 大 
きく 圧迫 し て いま す 。 また 、 公立 学校 に 比べ て 、 生徒 一 人 当たり の 補助 単価 が 低い こと が 、 





























教育 諾 条件 が 改善 され な い 大 き な 要 因 に な っ て いま す 。 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 ・ 向 上 と 、 保 護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と 
も に 、 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充 
実 が 求め られ て いま す 。 
よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 
り 要望 い た し ます 。 






























































IT 





記 
1. 私 立 学校 へ の 助成 金 を 更に 充実 させ る こと を 求め ます 。 



































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に 基づき 意見 書 を 提出 いた し ます 。 
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製造 、 
止 し て いま 








(HIBAKUSHA) 及び 核 実験 の 被害 者 に 
広島 と 長崎 の 被爆 者 ( 
兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 


取得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 用 、 





第 1 条 で は 、 





す 。 
第 4 条 で は 、 


の 完全 廃絶 に 向 





し か し 、 




















よっ て 、 国 に 





E> 




















































































































市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 

宇 石 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 11 日 
【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 外 務 大 臣 
【 件 名 】 核兵器 禁止 条約 の 署名 ・ 批 准 を 求め る 意見 書 
核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 、 7 月 7 日 、 国 連 加盟 国 の 3 分 の 2 に 当たる 1 2 
2 ヵ国 の 賛成 で 核兵器 禁止 条約 を 採択 し 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 歴史 
的 一 歩 を 踏み 出し まし た 。 
核兵器 禁止 条約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 指摘 し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 
千 際 人道 法 に 照ら し 、 そ の 違法 性 を 明確 に 述べ て いま す 。 さら に 、「 述 兵 器 使 用 の 被害 者 

















も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 と 中 害 に 留 1 音 」 と 、 











核 〕 








核兵器 保有 国 や 核 の 傘 の も と 
し 、 核 兵 
国 で ある 我 が 





向け た 枠組 み を 明確 に 


























て 参加 し ませ ん で し た 。 





お いて は 、 


一 の 戦争 被爆 


核兵器 が 再び 


こ 言及 し 、 核 兵器 廃絶 の 必要 性 を 


明確 に し ま 




















に いる 


E め 、 締 結 国 


に 核兵器 











re 
の 「 開 





発 、 実 験 、 生 産 、 





























の 威 跡 」 な ど を 禁 





使用 














国々 が 参加 す 
































刊 は 











核兵器 


る 余地 を つく り 、 


器 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく り ま し た 。 
、 核 兵器 保有 国 














を 合わ せ 








と 歩調 

















更 わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続 














\ て いる 今 だ か ら 





こそ 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 知 る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 条 約 締 結 の 先頭 に 立っ て 速やか に 


名 し 、 国会 で の 承認 を 経て 条約 を 














以上 、 地 方 E 














比 准 


治 法 第 9 9 条 の 規定 【 


する よう 強く 








こよ り 意 見 書 を 提 


求め ます 。 








"A 


出 い た し ヨ 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








矢巾 町 





TH 


























議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 国 土 交 通 大 臣 
名 】 道路 整備 に 係る 補助 率 の か さ 上 げ 措 置 等 の 継続 を 求め る 意見 書 








| | 


【 提 出 先 】 衆 衆 』 議院 議長 、 参 参議 院 
【 件 

道路 は 、 国 民 の 生活 や 経済 
また 、 災 害 か ら の 復旧 ・ 復 興 ( 














国 に お いて は 

















行い 、 道 路 整 備 に 
限 措置 と な っ て いる 。 





















































に 基づき 、 
対し て 特別 な # 
























































こ な る ば か りか 、 


























平成 3 0 年 度 以降 こ の 措置 が 廃止 され 、 補 助 率 等 が 実質 的 に 低減 する こと ( 
方 の 生活 経済 活動 に 水 を 差す こと !【 
気力 を 低下 させ る 恐れ が ある 。 











よっ て 、 国 に お いて は 、 地 域 経済 の 発展 や 社会 生活 の 向 










































































期 的 か つ 安 定 的 な 道路 関係 予算 を 確保 する と と も に 、 財 特 
続 さ れる よう 、 強 く 要 望 す る 。 
上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 











人 交 宝 災害 復興 に 


5 動 を 支え る 重要 な 基盤 で ある 。 
に 大 きく 寄与 する 社会 資本 で も ある 。 
道路 整備 事業 に 係る 国 の 財政 上 の 特別 措置 に 

高 規 格 幹 線 道路 や 地域 高 規格 道路 の 1 
音 置 が な され て いる が 、 こ 

















に 関す る 法律 」 (以下 、 
下 助 率 の か さ 上 げ 等 を 


の 措置 は 平成 2 9 年度 まで の 時 








上 を 持続 的 に 推進 する た め 
法 の 補助 率 か さ 上 げ 措 置 等 


を 提出 する 。 





こなれ ば 、 地 
取り 組ん で いる 地域 の 活力 


了 





を 
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意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





【 議 決 年 月 日 】 


【 提 


【 件 











f 











出 先 】 


ns 
Ki 寺 


農林 


名 】 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 の 復活 を 求め る 意 


平成 2 2 年 か ら 実 ) 
|] が 1 0 アー ル 当 た 
変わ り 、 米 の 直接 支払 交付 金 は 、 ヨ 





1 0 アール 当たり 7, 




















到 は 、 米 政策 改革 に 
給 見 通し を 踏 a 





まえ つ 


その 見 直し の 中 で 、 


ら 廃 止 す る こと と され て いる 。 
伴う 米 f 
不安 や 懸念 を 抱 
また 
困難 で あり 、 























| の 下落 に 
Ne 
を は し じ 
今後 、 








本 


議院 議長 、 参 ググ 議院 
水産 大 臣 


施さ れ た 農業 者 
り 15, 000 





























5 0 0 円 交 








お いて 、 コ 





生 





つ 、 

















対す る 人 危 
いる 。 
め と する 























上 0 


議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 

















] 


準 者 や 集荷 業者 ・ 団 体 が 中 
が 行わ れる 状況 と な る よう 、 米 政策 の 見 直し に 
経営 所 得 安 定 対策 に 

し か し 、 本 8 
中 や 米 の 直接 支払 交付 金 の 廃止 に よ 


中 山間 地域 等 の 条 
意欲 ある 農業 者 を 確保 し 、 展 望 


ES RD 


農業 者 
する こと で 経営 を 安定 させ 、 
図 ろ うと する も の で あり 、 
償 制 度 の 復活 を 求め る 多く の 声 が 寄せ られ て いる 。 本 町 の 基 


な 機 


る た め 


っ て 。 
農業 が 担っ て いる 多面 的 機能 
復活 させ る 措置 を 


以上 、 地 方 E 


能 の 発揮 を 








戸別 所 得 補 











に も ゃ も 、 農 業者 



































田 


























治 法 











償 制 度 は 、 米 の 














戸別 所 得 補償 制 














生 





戸別 所 得 補償 制 


度 の も と で は 、 米 











] で あっ た 。 平 





成 2 9 年 産ま で 











廃 此 


の 所 得 
成 2 5 年 に 経営 所 得 安定 対策 と 名 称 が 
F 成 2 6 年 産 か ら 平 
付 さ れ て きた 。 

F 成 3 0 年 産 か ら 「 減 反 政 策 」 を 








の 時 


し 


見 書 提 出 に つい て 


補償 交 付 金 


単 
ーー 











限 措置 と し て 、 








弄 が 策定 する 需 


jp] 


























心 と な っ て 





] 滑 




















取り 組ん で いる 。 
お ける 米 の 直接 支払 交付 金 
i 














生 不 利 地 が 多い 地域 で は 
を 持っ て 営農 に 有 














に 怖 





計 


【 
は 


、 和 将来 の 


ヽ 農業 


肥 り 組む た め 


言 要 に 応じ た 生産 














、 








の 確保 が 
に は 、 将 




















けた 支援 の 充実 を 図っ て いく こと が 重要 で ある 。 








塗 コ スト が 販売 人 








| 格 を 上 回 














持続 し た 農業 生産 を 行わ せる と と も 
町 内 の 多く の 農業 者 か ら は 、 農 業者 














度 の 復活 が 大 切 で ある 。 


国 に お いて は 、 農 業者 の 経営 の 安定 と 国 
E の 維持 や 地域 活性 化 を 














る 場合 、 そ の 差額 を 補填 
に 、 農 業 


の 有する 多面 的 
戸別 所 得 補 











E 幹 産業 で ある 農業 を 発展 させ 














民 の 食糧 、 
刻 る た め 、 














農業 者 

















ずる よう 強く 要望 する 。 





第 9 9 条 の 規定 





に より 意見 書 を 提 





出し ます 。 


地域 経済 、 環 境 、 国 
所 得 補償 





戸別 








士 及 び 
制度 を 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








金ケ崎 町 





i 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 財 務 大 臣 、 
i 0 

【 件 名 】 私 学 助成 の 充実 に 関す る 意見 書 








私 立 学校 は 、 公 教育 の 一 翼 を 担い 学校 教育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 

現在 、 私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 1 に お か れ て お り 、 保 護 者 の 学費 負担 は 家計 を 
大 きく 圧迫 し て いま す 。 ま た 、 生 徒 一 人 当り に か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 
半生 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 件 の 維持 、 向 上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 
に 、 和 私 立 学校 の 経営 の 健全 化 に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 
が 求め られ て いま す 。 

よっ て 、 こ の よう な 実情 を 勘案 し 、 私 学 助成 に つい て 特段 の 配慮 を され る よ 2 う 次 の と お 
り 要望 いた し ます 。 





























































































































過疎 地域 の 私 立 高校 に 対す る 特別 助成 の 増額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 
求め ます 。 





























以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 し ます 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








平 泉 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 14 日 

【 提 出 先 】 衆 議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 内 閣 官房 長官 、 外 務 大 臣 、 
防衛 大 臣 

【 件 名 】 核 兵器 禁止 条約 へ の 参加 を 求め る 意見 書 








本 年 7 月 7 日 、 国 連 本 部 で 、 核 兵器 禁止 条約 が 圧倒 的 多数 の 賛成 で 成立 し た 。 広 島 ・ 長 
崎 へ の 原爆 投下 か ら 7 2 年 を 経て 、 核 兵器 を 禁止 する 条約 が 成立 し た こと は 、 核 兵器 廃絶 
に 向け た 画 期 的 な 前 進 で ある 。 
米国 へ の 配慮 か ら 核兵器 禁止 条約 交渉 に 参加 し な か っ た 日 本 政府 は 、 去 る 10 月 27 日 、 
民 連 総会 軍縮 委員 会 で 「 核 兵器 廃絶 」 決 議 を 提案 し 、 2 4 年 連続 で 採択 され た も の の 、 状 
成 国 は 、 前 年 か ら 2 4 カ国 少 な い 1 4 4 カ国 、 反 対 が 4 カ カ国 、 乗 権 が 2 7 カ国 と な っ た 。 

この 投票 結果 は 唯一 の 被爆 国 と し て 核 廃絶 を 訴え る 一 方 で 核兵器 禁止 条約 に 署名 し な い 
日 本 の 核 政策 に 国際 社会 か ら 疑問 が 投げ か けら れ た も の で ある 。 ジュネーブ 駐在 の 高見 沢 
軍縮 大 使 は 、 決 議 に 批判 的 な 意見 が 出 た こと に 対し て 「 謙 虚 に 受け 止め た い 」 と 述べ た と 
報じ られ て いる 。 

10 月 6 日 、 ノ ー ベ ル 平 和 賞 委員 会 は 今年 の 平和 賞 を 核兵器 禁止 条約 の 制定 に 頁 献 し た 
国際 NGO の 連合 体 「 核 兵器 廃絶 国際 キャ ン ペ ー ン (TI CAN)」 に 授与 する こと を 決め た 。 
世界 の 潮流 が 核兵器 禁止 条約 に ある 中 で 、 平 和 賞 委員 会 が 核兵器 廃絶 の 原点 に 立ち 返っ た 
も の と 言え る 。 
泉町 は 、「 世 界 唯一 の 核 被爆 国 と し て 、 あ ら ゆ る 国 の 核兵器 の 廃絶 と 軍縮 カ 
べし 、 非 核 平和 都市 で も や る こと 」 を 宣言 し て いる 。 

張 が 高まる 今 こ そ 、 核 兵器 の 非 人 道 性 を 身 を も っ て 体験 し た 日 本 は 、 核 の 傘 の 

背 を 向け る の で は な く 、 原 爆 投 下 と その 後 の 7 2 年 間 に 死亡 し た 数 十 万 の 被爆 
向 を 思い 浮か べ 、 核 兵器 禁止 条約 の 立場 に 立っ て 粘り 強く 核兵器 保有 国 を 説得 
果たす べき で ある 。 
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3 推進 され る 
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記 





1 核兵器 禁止 条約 に 署名 する こと 。 
2 衆議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 核兵器 禁止 条約 を 批准 する こと 。 
3 それ まで の 間 は 、 オ ブザー バー と し て 締約 国会 合 お よび 再 検 討 会 に 参加 する こと 。 
























































以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 、 意 見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








平泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 14 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 財 務 大 臣 、 農 林 水 産 大 臣 
【 件 名 】 農 業者 戸別 所 得 補 償 制 度 の 復活 を 求め る 意見 書 


本 年 8 月 の 日 照 不足 に より 、 平 成 2 9 年 産 米 の 収量 が 低下 し て いる こと が 明らか と な っ 
て いま す 。 一 方 で 、 米 価 が 生産 費 を 大 きく 下回る 水準 に 下落 し 、 販 売価 格 が 経費 を 下回っ 
て いる 状況 に 変わ り は な く 、 多 く の 稲 作 農 家 が 「 こ れ で は 作り 続け られ な い 」 と いう 状況 
が 続い て いま す 。 
また 「 安 い コ メ 」 の 定着 に よっ て 、 生 産 者 だ け で な く コメ の 流通 業者 の 経営 も 立ち 行か 
な い 状 況 と な っ て いま す 。 

農業 政策 に お いて は 、 農 地 を 集積 し 、 大 規模 ・ 効 率 化 を 図 ろ 2 うと し て いま す が 、 こ の 低 
j で は 、 規 模 を 拡大 し た 集落 営農 組織 や 法人 ほど 赤字 が 拡大 し 、 経 営 危 機 に 陥り か ね ま 
ん 。 
長年 に わた り 米 価 が 低迷 し て いる 実態 に 対応 し 、 平成 2 5 年度 まで は 、 主要 農産 物 ( 米 、 
奏 、 大 豆 な ど ) の 生産 を 行っ た 販売 農業 者 に 対し て 、 生 産 に 要する 費用 (全国 平均 ) と 販 
売価 格 (全国 平均 ) の 差額 を 基本 に 交付 する 「 農 業者 戸別 所 得 補償 制度 」 が 設け られ 、 多 
く の 稲 作 農家 の 再生 産 と 農村 を 支え て いま し た 。 
平成 2 6 年度 か ら は 「 経 営 所 得 安 定 対策 」 に 切り 替わり 、 コ メス メ に つい て は 1 0 アー ル 当 
た り 7, 500 円 の 交付 金 べ へ と 引き 下げ られ 、 稲 作 農 家 の 離 農 が 加速 し 、 地 域 が 一 層 疲 幣 
し て いま す 。 し か も 、 こ の 制度 も 平成 3 0 年 度 産 米 か ら 廃止 され よう と し て いま す 。 

これ で は 、 稲 作 経営 が だ 成り 立た な い ば か りか 、 水 田 の 持つ 多面 的 機能 も 喪失 し 、 地 域 経 
済 を ます ます 困難 に し て し まう こと は 明らか で す 。 そ し て 国産 米 を 中 心 と し た 食 の 安全 ・ 
安心 が 交 か され る こと に も な りか ね ませ ん 。 
平成 2 8 年 度 の 食料 自給 率 は 前 年 か ら りさ ら に 下がり 3 89%% と な り ま し た 。 政 府 は 食料 上 
給 率 4 5% を めざす と し て いま す が 、 米 の 生産 を 守る こと な し に 食料 自給 率 を 向上 させ る 
こと は で きま せん 。 

収入 保険 制度 に 一 定 の 期待 が 寄せ られ て いま す が 、 加 入 者 が 限ら れ て いる こと な ども あ 
り 、 全 体 と し て 価格 を 下支え する 仕組 みな が な い 現 状 で は 、 経 営 の 不安 を 拭い 去る こと は で 
きま せん 。 
当面 、 生 産 費 を 補う 農業 者 戸別 所 得 補償 制度 を 復活 させ 、 経 営 を 安定 させ る こと で 、 国 
民 の 食糧 と 地域 経済 、 環 境 と 国土 を 守る こと を 求め ます 。 

以上 の 趣旨 か ら 、 下 記 の 事項 に つい て 、 地 方 自治 法 第 9 9 号 の 規定 に より 意見 書 を 提出 
し ます 。 
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向 
1 農業 者 戸別 所 得 補 償 制 度 を 復活 させ る こと 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








平泉 町 





【 議 決 年 月 日 】 時 14 日 
出 先 】 衆 議 


【 提 


【 件 


私 立 学校 は 、 
現在 、 
大 きく 圧迫 
こと が 、 教 





に 、 私 立 学 


oa 


公 教 育 の 一 














が 求め られ て いま す 。 


よら て 。、 
り 要望 し ます 。 








過疎 地域 の 私 立 高 





求め ます 。 


この 3 











以上 、 地 方 E 

















治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提 








、 
5 っ 


し て いま す 。 3 
育 諸 条件 が 改善 
こう し た 状況 の 中 で 、 教 育 条 信 


校 の 経営 の 健全 化 





ss 











生 和 


異 を 担い 学校 教 

私 立 学校 の 経営 基盤 は 、 0 に お か れ て お り 、 
か けら れる 教育 費 が 公立 学校 と 比べ て 低い 

に な っ て いま す 。 

向上 と 保護 者 の 経済 的 負担 の 軽減 を 図る と と も 

に 資す る た め 、 運 営 費 を は じ め と する 公費 助成 の 一 層 の 充実 





| 


校 に 対す る 特別 助成 の 増 





E 一 人 当り 
され な い 大 き a 
上 の 維持 、 


名 】 私 学 助成 の 充実 を 求め る 意見 書 














私 学 助成 に つい て 特 











議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 、 法 務 大 臣 





育 の 充実 、 発 展 に 寄与 し て いま す 。 


























保護 者 の 学費 負担 は 家計 を 









































段 の 配慮 を され る よう 次 の と お 





肖 額 を 含め 、 私 学 助成 金 を 更に 充実 する こと を 








し まず す 。 
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市 町 村 議 会 名 意見 書 の 内 容 








住 田 町 | 【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 9 月 28 日 
【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 
【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 





求め る 意見 書 
核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 7 月 7 日 、 核 兵器 禁止 条約 を 国連 加 量 国 の 三 分 の 
二 に あたる 1 2 2 か 国 の 人 賛成 で 採択 され 、 人 類 史 上 初め て 「 核 兵 装 の な い 世 界 」 へ の 歴史 
































的 一 歩 を 踏み 出し た 。 

し か し 、 こ の 会 議 に 、 唯 一 の 戦争 被爆 国 
か っ た 。 

核兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ そ 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 
知る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 署 名 が 開示 され る 9 月 2 0 日 以降 いち 早く 調印 し 、 国 会 で の 
批准 を 経て 条約 に 正式 に 参加 する こと を 強く 求め る も の で ある 。 

記 

1 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 賭 名 する こと 。 
2 COR ERI 
































3 





日 本 政府 は 核保有 国 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し な 
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以上 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








住 田 町 





【 議 決 年 月 日 】 
提 出 先 】 


【 


【 


不足 し て お り 、 市 町 村 の 財源 強化 は 喫緊 の 課題 で ある 。 


に 


を 


件 名 


| 


平成 29 年 9 月 28 日 

衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総 理大 臣 、 財 務 大 臣 、 総 務 大 臣 、 
農林 水産 大 臣 、 環 境 大 臣 、 経 済 産業 大 臣 

「 全 国 森林 環境 税 」 の 創設 に 関す る 意見 書 





森林 が 多く 所 在 す る 山村 地域 の 市 町 村 に お いて は 、 木 材 価格 の 低迷 や 林業 従事 者 の 高齢 
化 ・ 後 継 者 不足 に 加え 、 急 速 な 人 口 減少 な ど 、 厳 し い 情 勢 に ある ほか 、 市 町 村 が 、 森 林 吸 
収 源 対策 及び 担い 手 の 育 成 等 山村 対策 に 主体 的 に 取り 組む た め の 恒 久 的 ・ 安 定 的 な 財源 が 






















































































つい て は 、 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 な 財源 に 充て る た め 、 個 人 
住民 税 均等 割 の 枠組 み の 活 用 を 含め 、 都 市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 に 等 し く 負 担 を 求め る こと 
を 基本 と する 「 全 国 森 林 環 境 税 (仮称 ) の 創設 」 の 早期 導入 を 強く 求め る も の で ある 。 






















































































記 








平成 2 9 年 度 税制 改正 大 綱 に お いて 、「 市 町 村 が 主体 と な っ て 実施 する 森林 整備 等 に 必要 
財源 に 充て る た め 、 個 人 住民 税 均等 割 の 枠組 み の 活用 を 含め 、 都 市 ・ 地 方 を 通じ て 国民 













































































巡る た め の 








等 し く 負担 を 求め る こと を 基本 と する 森林 環境 税 (仮称 ) の 創設 に 関し 、「 平 成 3 0 年 度 税 
制 改 正 に お いて 結論 を 得る 」 と 明記 され る こと か ら 、 森 林 ・ 林 業 ・ 山 村 対 策 の 抜本 的 強化 
























































「 全 国 森 林 環 境 税 」 の 早期 導入 を 強く 求め る も の で ある 。 



































以上 、 地 方 E 











治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 書 を 提出 する 。 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








大 杉町 





【 議 決 年 月 日 】 平成 29 年 12 月 15 日 

【 提 出 先 】 衆議院 議長 、 参 議院 議長 、 内 閣 総理 大 臣 、 外 務 大 臣 

【 件 名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 国会 が 批 準 する こと を 
求め る 意見 書 














本 年 7 月 7 日 、「 核 兵 問 禁 止 条 約 の 国連 会 議 」 で 、 人 類 史上 初め て 核兵器 禁止 条約 が 国連 
加盟 国 の 三 分 の 二 に あたる 1 2 2 カ国 の 賛成 で 採択 され 、 「 核 兵器 の な い 世 界 」 へ の 歴史 的 
一 歩 を 踏み 出し た 。 し か し 、 こ の 会 議 に 唯一 の 被爆 国 の 日 本 政府 は 参加 し な か っ た 。 
条約 前 文 で は 、 核 兵器 の 非 人 道 性 を 厳し く 告発 し 、 国 連 憲 章 、 国 際 法 、 国 際 人 道 法 に 嶋 
らし て 、 そ の 違法 性 が 明確 に 述べ られ て いる 。 be 、「 核 兵器 使用 の 被害 者 お よび 核 実験 
の 被害 者 に も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 と 損害 に 留意 し 」 と 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言 

及 し て いる 。 

第 1 条 で は 、 核 兵器 の 法 的 禁止 の 内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核兵器 の 「 開 発 、 実 験 、 生 産 、 
製造 、 取 得 、 保 有 、 貯 蔵 」 な どの 禁止 を 義務 付け 、 さ ら に 、「 使 用 、 使 用 の 威 史 」 な ど が 禁 
止 さ れ て いる 。 
また 、 第 4 条 で は 、 核 兵 問 国 や 核 の 傘 の も と に いる 国々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵 
器 の 完全 廃絶 に 向け た 棒 組 み が 明 確 に され 、 核 保有 国 が 条約 に 参加 する 道 を つく っ て いる 。 

核兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て いる 今 だ か ら こ そ 、 核 兵器 の 悲惨 さ を 
知る 唯一 の 国 の 政府 と し て 、 す みや か に 調印 し 、 国 会 で の 批准 を 経て 条約 が 正式 に 発効 す 
る こと を 強く 求め る 。 





























































































































































































































けけ 









































































































































記 
1 、 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 する こと 。 
2 、 衆 議院 ・ 参 議院 の 両院 で すみ や か に 有人 上 条 約 を 批准 する こと 。 









































理 





書 を 提出 する 。 














上 記 の と お り 、 地 方 自治 法 第 9 9 条 の 規定 に より 意見 
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市 町 村 議 会 名 


意見 書 の 内 容 








田野 畑村 





【 議 決 年 月 日 】 平 成 29 年 12 月 13 日 


【 提 
【 件 


出 先 


核兵器 禁止 条約 を 交渉 する 国連 会 議 は 7 月 
る 122 ヵ国 の 賛成 で 採択 され 、 人 類 史上 初め て 「 核 兵器 の な 





Lo 出 

















】 衆 衆 』 議院 議長 


求め る 意見 書 





し た 。 核 』 
参 き を 知る 唯 
* の 批准 を 経て 























日 採択 され た 核兵器 






































と 損害 に 留意 


し か し 、 














迎え た 。 


条文 第 1 条 で は 、 





産 、 製 造 、 取 
が 禁止 され て 


また 第 4 条 で は 、 核 兵器 国 や 核 の 傘 の も と 
こ 向 けた 枠組 み が 明 確 に され 、 核 保有 国 
核兵器 の 悲惨 な 体験 を 持っ た 
及び 関係 機関 は 、 次 の 事項 に つい て 取り 組む よう 強く 要望 する 。 


の 完全 廃絶 
いま こそ 、 











FF 





、 国 際 法 、 








の 会 議 に 、 唯 























得 、 保 有 、 
いる 。 


























sy) 


. 衆 議院 ・ 














CO 


こと 
ヽ \ー Oo 


以上 、 地 方 E 


参議 院 の 











国際 人 


参 議院 


ヽ 参議 院 








条約 に 正 


E 法 に こ て ら し て 、 
用 の 被害 者 (HIBAKUSHA) 及び 核 実験 の 被害 者 に 
し 」 と 、 広 島 と 長崎 の 被爆 者 に 言及 し 核兵器 廃絶 の 必要 性 を 明確 に 

型 と 歩調 を 合わ せ 参 加 し な 
悲し く 。 


の 戦争 被爆 国 
、 全 国 の 広島 ・ 長 崎 の 被爆 者 は 、 恥 ず か 


核兵器 の 法 的 禁止 の 
貯蔵 」 な どの 禁 」 


・ 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 
』 院 で すみ や か に 核 兵 
- 日 本 政府 が 積極 的 に 核兵器 保有 国 を は じ め 























治 法 第 99 条 の 規 














定 【 











議長 、 内 閣 総理 大 臣 








ロロ 
核兵器 禁止 








7 日 、 








止 条 約 は 、 そ の 前 文 で 核兵器 
その 違法 性 を 明確 
も た ら さ れ た 容認 し が た い 苦 難 




















日 本 政府 は 核保有 








の 






































に いる 国 
が 条約 に 参 
































日 本 が 条 














記 
者 省 す る こよ 。 














世界 各国 























こよ り 意 見 書 を 提出 する 。 


条約 


兵器 が 再び 使わ れ か ね な い 危 うい 状態 が 続い て 
の 国 の 政府 と し て 、 署 名 が 開示 され る 9 月 20 日 
式 に 参加 する こと を 強く 求め る 。 




















を 医 








連 加 盟 攻 


名 】 日 本 政府 が すみ や か に 核兵器 禁止 条約 に 署名 し 、 国 会 が 批准 する こと を 





の 三 分 の 























世界 」 へ の 歴史 的 
* ゝ る 今 だ か ら こ そ 、 
以降 いち 早く 詩 








益 の 非 人 道 性 を 厳し く 告 発 


に 述べ て いる 。 さ ら に 








内 容 を 定め 、 加 盟 国 に 核 
止 を 義務 づけ 、 さ ら に 「 使 


カ 





し く 、 


i 





ズー 


7 ノ 





回 の 「 開 発 、 




















、 使 


器 禁 止 条 約 を 批 誰 する こと 。 
に 核兵器 廃絶 に つい て 働き か ける 


ペー 








し た 。 


怒り を も っ て 





1 の 威 跡 」 など 


々 が 参加 する 余地 を つく り 、 核 兵器 
する 道 を つく っ た 。 
約 締 結 の 先頭 に 立つ べき だ 。 よ っ て 国 
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